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 独立行政法人空港周辺整備機構平成 27 年度計画の変更の要旨 

 

 

国土交通大臣からの第３期中期計画変更の認可（平成 28 年 1 月 8 日付国

空環第 46 号の 2）に伴い、平成２７年度計画を変更するものである。 

 

 

   変更内容 

  

   ２．（４）契約の見直し中、 

「引き続き「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成

２１年１１月１７日閣議決定）を踏まえた取組を行い」 を、 

「「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成

２７年５月２５日総務大臣決定）に基づき毎年度策定する「調達等合

理化計画」による取組を着実に実施し」に変更し、 

「（イ）」「（ロ）」「（ハ）」の各号を削除する。 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 



独立行政法人空港周辺整備機構 平成２７年度計画 変更案 新旧対照表 

変更案 （新） 現行 （旧） 備考 
 

 

独立行政法人空港周辺整備機構 平成27年度計画（抄） 
 
１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する年度計画（略） 

 

２．業務運営の効率化に関する年度計画 

 

（１）組織運営の効率化（略） 

 

（２）人材の活用（略） 

 

（３）経費の効率的な執行（略） 

 

（４）契約の見直し 

契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進につ

いて」（平成２７年５月２５日総務大臣決定）を踏まえた取組を行いに基づ

き毎年度策定する「調達等合理化計画」による取組を着実に実施し、競争性

及び透明性の確保を図ります。 

 

イ （削除） 

 

ロ （削除） 

 

ハ （削除） 

 

 

（５）適切な内部統制の実施（略） 

 

３．予算、収支計画及び資金計画に関する年度計画（略） 

 

４．短期借入金の限度額（略） 

 

５．重要な財産の処分等に関する計画（略） 

 

６．剰余金の使途（略） 

 

７．その他主務省令で定める業務運営に関する重要事項（略） 

 

独立行政法人空港周辺整備機構 平成27年度計画（抄） 

 

１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する年度計画（略） 

 

２．業務運営の効率化に関する年度計画 

 

（１）組織運営の効率化（略） 

 

（２）人材の活用（略） 

 

（３）経費の効率的な執行（略） 

 

（４）契約の見直し 

契約については、引き続き「独立行政法人の契約状況の点検・見直しにつ

いて」（平成２１年１１月１７日閣議決定）を踏まえた取組を行い、競争性

及び透明性の確保を図ります。 

 

イ 随意契約について、引き続き「随意契約等見直し計画」（平成２２年５

月策定）に沿った取組を実施し、その状況を公表します。 

ロ 一般競争入札等の競争性のある契約について、引き続き仕様書等の見直

し・入札参加要件の緩和・入札結果の公表を実施し、競争性・透明性が十

分に確保されるよう努めます。 

ハ 監事及び会計監査人による監査において、入札・契約の適正な実施につ

いて重点的にチェックを受け、その結果を公表します。 

 

（５）適切な内部統制の実施（略） 

 

３．予算、収支計画及び資金計画に関する年度計画（略） 

 

４．短期借入金の限度額（略） 

 

５．重要な財産の処分等に関する計画（略） 

 

６．剰余金の使途（略） 

 

７．その他主務省令で定める業務運営に関する重要事項（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更 

 

 

 

削除 

 

削除 

 

 

削除 

 

 

 

 

 



 

平成 28年 2 月 5 日付届出  

 

 

 

 

独立行政法人空港周辺整備機構 平成２７年度計画の変更の要旨（第２回） 

 

 

 

 

 「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定）」

を踏まえ、「独立行政法人の中期計画、中長期計画及び事業計画に係る予算等に

ついて（平成 12 年 4 月、中央省庁等改革推進本部事務局）」が改定されたこと

に基づき、年度計画の予算等の作成単位について、各法人の事業等のまとまり

ごとに変更するもの。 

 

 

  変更内容 

 

３．予算、収支計画及び資金計画に関する年度計画中、 

別紙中の「予算」「収支計画」「資金計画」の、それぞれの表中に「固有事業」

「受託事業」「その他事業」「法人共通」の各項目を加える。 

 

 

 



 

 

 

 

 

※計数は単位未満を四捨五入しているため 

 合計額が一致しないことがある。 

別 紙 
新 

予算
区　　　　分 固有事業 受託事業 その他事業 法人共通 合　　計

収入 642 1,158 161 2 1,963
業務収入 642 0 0 0 642
補助金収入 0 0 159 0 159
受託金収入 0 1,158 0 0 1,158
負担金収入 0 0 2 0 2
長期借入金等収入 － － － － －
雑収入 0 0 0 2 2
繰越金受入 － － － － －

支出 504 996 77 383 1,960
固有事業 504 0 0 0 504
受託事業 0 996 0 0 996
その他事業 0 0 77 0 77
人件費 0 0 0 300 300
一般管理費 0 0 0 83 83

（単位：百万円） 収支計画
固有事業 受託事業 その他事業 法人共通 合　　計

費用の部 483 997 77 383 1,940
483 997 77 383 1,940
479 997 77 － 1,553
－ － － 383 383
－ － － 300 300
－ － － 82 82
－ － － 1 1
4 － － － 4

－ － － － －
0 － － － 0

収益の部 655 1,158 161 0 1,974
655 1,158 161 0 1,974
642 － － － 642
－ 1,158 － － 1,158
13 － 161 － 174
0 － － 0 0

－ － － － －
－ － － － －

※繰出金・繰入金 △ 136 △ 161 △ 84 382 0
36 0 0 △ 2 34
－ － － － －
36 0 0 △ 2 34

※繰出金・繰入金は各セグメント間の内部振替項目であります。

純利益
目的積立金取崩額

総利益

業務収入
受託収入
補助金等収益

財務収益
雑益

臨時利益

物件費
減価償却費

財務費用
雑損

臨時損失

経常収益

（単位：百万円）

区　　　　分

経常費用
業務費用
一般管理費

人件費

新旧対照表 

旧 

資金計画
固有事業 受託事業 その他事業 法人共通 合　　計

資金支出 806 1,000 79 421 2,306
業務活動による支出 448 1,000 79 389 1,916
投資活動による支出 － － － － －
財務活動による支出 86 － － － 86
次期繰越金 272 － － 32 304

資金収入 948 1,161 163 34 2,306
業務活動による収入 642 1,158 161 2 1,963

業務収入 642 － － － 642
受託金収入 － 1,158 － － 1,158
その他の収入 0 － 161 2 163

投資活動による収入 － － － － －
財務活動による収入 － － － － －
前期よりの繰越金 306 3 2 32 343

（単位：百万円）
区　　　　分

別　紙

予算 収支計画 資金計画
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

金　　額 金　　額 金　　額

収入 1,963 費用の部 1,940 資金支出 2,306

業務収入 642 経常費用 1,940 業務活動による支出 1,916

補助金収入 159 業務費用 1,553 投資活動による支出 －

受託金収入 1,158 固有事業 479 財務活動による支出 86

負担金収入 2 受託事業 997 翌年度への繰越金 304

長期借入金等収入 － その他事業 77 資金収入 2,306

雑収入 2 一般管理費 383 業務活動による収入 1,963

繰越金受入 － 　人件費 300 業務収入 642

支出 1,960 　物件費 82 受託金収入 1,158

福岡固有事業 504 　減価償却費 1 その他の収入 163

受託事業 996 財務費用 4 投資活動による収入 －

その他事業 77 雑損 － 財務活動による収入 －

人件費 300 臨時損失 0 前年度からの繰越金 343

一般管理費 83 収益の部 1,974

経常収益 1,974

業務収入 642

受託収入 1,158

補助金等収益 174

財務収益 0

雑益 0

臨時利益 －

純利益 34

目的積立金取崩額 －

総利益 34

※　計数は単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しないことがある。

区　　　分 区　　　分 区　　　分


